
合計44,254件
総献血者数
約474万人
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問 診 票 の 解 説 献 血 者 の 健 康 被 害

　今までに輸血（自己血を除く）や臓器の移植を受
けたことがありますか。

　献血者の健康状態等を十分確認した上で採血を行いますが、時には気分不良、めまい、神経損
傷などの健康被害が起こることがあります（大半は、採血後に十分な休憩や水分補給を行うこと
で防げます）。
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　輸血歴、臓器移植歴のある方は、未知のウイルス等の感
染を防ぐ意味から、献血をご遠慮いただいています。輸血
の安全性は、相当程度改善しましたが、未知のウイルスを
完全に排除することはできません。このような技術の限界
を踏まえ、念のため、献血をご遠慮いただいているものです。

　今までに次のいずれかに該当することがあります
か。
①　クロイツフェルト・ヤコブ病（CJD）または類
縁疾患と診断された。

②　血縁者にCJDまたは類縁疾患と診断された人が
いる。

③　ヒト由来成長ホルモンの注射を受けた。
④　角膜移植を受けた。
⑤　硬膜移植を伴う脳神経外科手術を受けた。
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　プリオンの適切な検査法のない現在、問診のみが唯一の
スクリーニング法です。上記のいずれかに該当する人は、
献血してはいけません。
　なお、硬膜移植を伴う脳神経外科手術に関しては、医療
機器であるヒト乾燥硬膜「ライオデュラ」を介してCJDに
感染し、被害を被ったことに対し、国、輸入販売業者及び
ドイツの製造業者を被告とする損害賠償訴訟が提起され、
平成14年3月に和解が成立しました。

　献血者の健康被害の症状とその発生状況は
右図のとおりです。
　発生頻度が高いのは、血管迷走神経反応
（ＶＶＲ）と呼ばれるもので、一時的な気分
不良や顔面蒼白などの症状が代表的です。
　日本赤十字社では、これらの健康被害を防
ぐために、採血後の安静や水分補給について
注意を促し、万が一、腕の痛みなど健康状態
に心配が生じた時は、血液センターに連絡す
るよう呼びかけています。

　現在妊娠中または授乳中ですか。
　6ヵ月以内に出産、流産をしましたか。
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　6ヵ月以内に次のいずれかに該当することがあり
ましたか。
①　不特定の異性または新たな異性との性的接触が
あった。
②　男性どうしの性的接触があった。
③　麻薬、覚せい剤を使用した。
④　エイズ検査（HIV検査）の結果が陽性だった
（6ヵ月以前も含む）。
⑤　上記①～④に該当する人と性的接触をもった。
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　エイズの原因となるウイルスである HIV に感染している
危険性のある人は、献血してはいけません。
　HIV 感染者及びエイズ患者の報告数は近年 1,500 件前後
で推移しています。平成30 年の新規 HIV 感染者の報告件数
は 940 件であり、新規エイズ患者の報告件数は 377 件で
した。累積報告件数はHIV 感染者報告数が 20,836 件、エイ
ズ患者報告数が 9,313 件になりました。平成 30 年の HIV
感染者の主な感染経路は、異性間の性的接触 157 件
（16.7％）、同性間の性的接触 670件（71.3％）であり、他に
も母子感染 1件（0.1％）などがあげられています。
　エイズについては、昭和 56年に米国で世界初の症例報告
があり、昭和 58年にはHIV が発見され、昭和 60年に日本
人初のエイズ患者が認定されました。我が国では約 1,400
名の血友病患者が、血友病治療のために使用していた非加熱
血液凝固因子製剤によりHIV に感染し、国及び製薬企業5社
を被告とする損害賠償請求訴訟が提起され、平成8年3月に
和解が成立しました。また、和解に則り、非加熱製剤により
HIV に感染された方に対する救済事業等を実施しています。
　加熱処理が導入されてからは、血液凝固因子製剤などの血
漿分画製剤による感染は報告されていません。また、献血血
液については、昭和 61年からHIV の抗体検査が始まりまし
た。平成11年には核酸増幅検査（NAT）が導入され、輸血に
よる感染の危険性は大幅に減少しています。しかしながら、
平成15年に、NAT導入後の輸血後HIV感染が１例、20プー
ルNAT導入後も平成 25年に 1例報告されており、更なる
安全対策として平成26年に個別検体による個別NATを導入
しました。検出感度の優れている個別NATといえども、感染
ごく初期のものは検出することができないことから、6ヵ月
以内に上記 5項目（④は 6ヵ月以前も含む）のいずれかに該
当する人は、献血してはいけません。

　母体の健康を保護するため、妊娠中、出産・流産後6ヵ月
以内、授乳中（分娩後1年まで）の女性には献血をご遠慮い
ただいています。

問診内容の個人情報の保護を厳守します。

平成30年度の献血者の健康被害発生状況

　健康被害が医療機関の受診を要するような状態になった場合、医療費や医療手当などが支給さ
れる制度です。
　平成30年度は、新たに453人について、この制度が適用されました。

■献血者健康被害救済制度

穿刺部痛
1,830件
4.1%

神経損傷
542件
1.2%

その他
1,397件
3.2%クエン酸反応

551件
1.2%

神経障害
242件
0.6%

VVR（軽症）
27,288件
61.7%

VVR（重症）
3,692件
8.3%

皮下出血
8,712件
19.7%

給付項目 給 付 額 等

医療費 病院又は診療所を受診した場合、その医療に要した費用を補填するもの。

医療手当 病院又は診療所を受診した場合に要する医療費以外の費用を補填するもの。その額は、１日につき
4,600円、月ごとの上限を36,800円とする。

障害給付 後遺障害に対して、その障害の程度に応じた一時金を給付するもの。その額は、給付基礎額8,800円に
障害等級１～14級に応じた倍数を乗じて得た額（440,000円～11,792,000円）とする。

死亡給付 採血によって生じた健康被害が原因で死亡した献血者等の一定の範囲の遺族に対して一時金を給付する
もの。その額は、48,888,000円とする。

葬祭料 葬祭を行うことに伴う出費に着目して、葬祭を行う者に対して給付するもの。その額は、209,000円
とする。

（令和2年2月１日現在）


